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■ はじめに■ はじめに■ はじめに■ はじめに

まず、平成18年４月１日か

ら施行の改正高年齢者雇用

安定法の復習です。

こ の改正法では 、 6 5歳 ま

での定年の引上げ、継続雇

用制度の導入等の義務化が

規定されています。

即ち、定年（65歳未満のも

のに限 り ます 。 ） の定めをし

てい る事業主は 、そ の雇用

する高年齢者の 65歳 （ ただ

し 、平成 25年 ４月 １日までに

段階 的に引 き上 げ ） ま で の

安定 した雇用を確保するた

め、

（ a）定年の引上げ

（ b） 継続雇用制度 （注 ２ ）

の導入

（c）定年の定めの廃止

のいずれかの措置 （高年

齢者雇用確保措置 ） を 講 じ

なければなりません。

た だ し 、 事 業主は 、 労 使

協定によ り 、 （ b） の対象とな

る高年齢者に係る基準を定

め 、当該基準に基づ く制度

を導入した ときは 、 （ b） の措

置 を 講 じ た も の と み な し ま

す。

そこで、多 くの企業では、

労使協定によ り継続雇用制

度（実際には退職させたうえ

で再雇用す る制度 ）の対象

とな る高年齢者の基準を定

めています。

■ 紛争形態 その １ （ 再 雇■ 紛争形態 その １ （ 再 雇■ 紛争形態 その １ （ 再 雇■ 紛争形態 その １ （ 再 雇

用基準を巡る紛争）用基準を巡る紛争）用基準を巡る紛争）用基準を巡る紛争）

そ こで 、労使協定で定め

た「継続雇用の対象となるべ

き再雇用基準 」および 「その

評価」を争う事案が、頻繁に

訴訟提起されるよ うにな りま

した。

こ の よ う な 近 時 の 裁判の

行方を判断するのに参考 と

なる判例等を紹介したいと思

います。

（ １ ） 日通岐阜運輸事件 （岐

阜地裁平成二〇年九月八日

判決、労働経済判例速報二

〇一六号二六頁）。

Ｙ （被告会社）は平成一八

年八月に過半数組合の意見

を聴取し 、再雇用規程及び

以下の よ う な再雇用基準を

所轄の労基署に届け出て 、

社内で周知措置を講じてい

ました。

「 品 質関係基準 」 …過去一

年間の所属セクション内での

順応 ・チームワー ク 、車両 ・

備品取 り扱いに問題がない

こと等

「 人 事評価基準 」 …過去二

年間の人事評価を基準とす

る
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判決は 、 Ｙ の 規模 、経営

状態 、安全面等から一定の

レベルに達した者を再雇用

す る制度 とす る必要性 を認

め、Ｙの再雇用基準は、その

内容自体抽象的である とは

い えず 、 Ｘは 再雇用基準を

満たさないのであるから再雇

用拒否に違法性はない と し

ました。

（ ２ ）大阪地裁平成 ２ ２年 １ ０

月 １日判決（新聞記事参照）

高年齢者雇用安定法にも

とづ く定年後の再雇用を拒

否されたのは違法だとして、

労働者 と し ての地位確認な

どを求めた事案。

新聞報道によると、判決で

は 、会社が決めた複数の基

準 と評価を検討 、 「自主的 ・

積極的に上司に協力し 、補

佐 した か 」 「 こ な し た仕事の

量 ・質は十分だったか 」など

の項目で評価が低すぎた と

認定 し 、再雇用の基準を満

たしていたとしました。

（３）考察

再雇用の基準を完全に客

観的なものに定めることがで

き な ければ 、評価には主観

的判断を伴うことが避けられ

ません。

そ うする と 、早い段階から

当該労働者に自己に対する

評価を自覚させることが紛争

予防の観点からも必要です。

■ 紛争形態 そ の ２ （ 定 年■ 紛争形態 そ の ２ （ 定 年■ 紛争形態 そ の ２ （ 定 年■ 紛争形態 そ の ２ （ 定 年

後の再雇用の雇止めを巡る後の再雇用の雇止めを巡る後の再雇用の雇止めを巡る後の再雇用の雇止めを巡る

紛争）紛争）紛争）紛争）

有期の再雇用契約を更新

することを想定した制度の場

合 、期間満了後 、再雇用契

約を更新 しないいわゆ る雇

い止めの形で紛争が現れま

す。

（ １ ） Ｙ タ ク シー （雇止め ）事

件 （京都地裁平成一九年一

〇月三〇日決定、労働判例

九五五号四七頁）

Ｙ （債務者 ）における定年

年齢（六〇歳）到達時（平成

一六年五月 ） に 、契約期間

一年の嘱託 として有期雇用

契約を締結し、二回にわたり

更新してきたＸ（債権者）が、

平成一九年四月に、同年五

月の嘱託契約の更新を拒否

された事案。

裁判所は 、 Ｘ Ｙ 間 の嘱託

契約は 、 あ る程度の継続が

期待されていたものと解する

のが相当であると判断。した

がって、ＸＹ間の法律関係に

は、解雇の法理が類推適用

されるとし、雇止めをすること

が著しく裁量を逸脱したもの

と し て 、 客観的合理的理由

を欠 くと評価できる場合は、

期間満了後における使用者

と労働者間の法律関係は従

前の労働契約が更新された

のと同様の法律関係となるも

のと解するのが相当であると

しました。

そして、本件雇止めは、解

雇無効とされるような事実関

係の下でなされたものといわ

ざるを得ないから 、 Ｘ Ｙ間で

は従前の労働契約が更新さ

れたのと同じ法律関係となる

べきものと解される、としまし

た。

（ ２ ）京都地裁平成２ ２年 １ １

月２６日判決

定年後の再雇用で業績不

振を理由に雇い止めされた

のは解雇権の濫用にあたる

と し て賃金の支払等を求め

た事案。

判決では 、一定の基準を

満たす者については再雇用

すること、１年ごと更新するこ

とが就業規則上明記 されて

いる こ とか ら （労使協定でも

同様 ） 、雇用が継続されるこ

とについて合理的期待があ

ったことを認定。

解雇の法理を適用 して 、解

雇を回避する努力義務を尽

く し た と は言 え ない と し て 、

解雇権の濫用を認定 し ま し

た。

（３ ）考察

定年後の継続雇用だから

といって、安易な雇い止めは

認められません。

高年齢者雇用安定法のも

とで 、 １年ごとの再雇用が更

新されることを想定した制度

の場合、基本的に６５才まで

は再雇用制度によ り契約が

更新される合理的期待があ

るもの と考える必要がありま

す。

（2011.1.17）


